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第三者調査委員会による調査報告書受領のお知らせ 
 

当社は、平成 23 年 12 月 29 日付「第三者調査委員会設置のお知らせ」にて発表いたしま

したように、当社前代表取締役社長らによる不正行為などにつき、第三者調査委員会に調

査を依頼しておりました。本日、同調査委員会より、調査報告書（別紙全文）を受領いた

しましたのでお知らせいたします。 

 

記 

  

 

１．第三者調査委員会のメンバーについて 

 

委員長 中原 健夫（弁護士 弁護士法人ほくと総合法律事務所） 

委 員 福田 修三（弁護士 弁護士法人ほくと総合法律事務所） 

委 員 北澤 繁 （公認会計士・税理士 北澤公認会計士事務所） 

委 員 高柳 洋一（公認会計士・税理士 高柳公認会計士事務所） 

 

 

２．報告書の概要 

 

① Ａ社ルート 

内部調査報告書（平成 23 年 12 月 26 日に取締役会が内部調査委員会から受領）にお

いて指摘を受けた、当社からＡ社に対する 55,649,370 円の支払い（名目上は前渡金で

あり、平成 21 年 12 月 24 日振込み）は、大橋前社長に対して迂回融資する目的で支払

われたものであり、当社からＡ社に対する 3,150,000 円の支払い（名目上は施工関係

受諾に向けた獲得協力費であり、平成 23 年 3 月 31 日振込み）は、Ａ社から大橋前社

長が個人的に借り入れた 50,000,000 円の金利を含む謝礼としての支払い、と結論付け

ております。 

   なお、Ａ社から当社に対し代金が請求された際、本件前渡金全額を相殺により回収

しているため、迂回融資金の元本はＡ社から回収されており、当社からＡ社に対する

3,150,000 円の支払いに関しては、大橋前社長は平成 23 年 12 月 28 日に当社に全額を

返還しております。 

 

 ② Ｂ社ルート 

 当社がＢ社と関係の深いＸ社と業務委託料総額15,750,000円を支払う旨を約した平

会 社 名  共同ピーアール株式会社 

代表者名   代表取締役社長 山田 明 

  （ＪＡＳＤＡＱ・コード番号：２４３６） 

問合せ先 経営企画室 室長 伊藤 誠 

（ＴＥＬ ０３－３５７１－５１７２） 



成 23 年１月 31 日付「業務委託契約」を締結するとの判断をしたことは、総合的に考

慮すれば、契約締結の際に本来行われるべき検討が行われないままに契約締結の判断

をしたものと評価しうるため、「上場企業である共同ＰＲにとっては著しく不適切と

考えられる」と結論付けております。 

 なお、本件業務委託契約に基づく業務委託料は、大橋前社長のＢ社会長からの借り

入れの金利相当額と認定するのは困難であり、また同借入れの謝礼であると断定する

までには至らないとも判断されております。 

 

 ③ 同種の不正行為（大橋前社長の個人的な資金需要に対し、当社の資金が流用される

ような行為）の有無 

 結論として、平成 20 年 10 月以降の外注費について、Ａ社への前渡金及び謝礼の支

払いを除き、同種の不正行為（大橋前社長の個人的な資金需要に対し、当社の資金が

流用されるような行為）は認められなかったと結論付けております。 

 

 ④ 共同拓信公関顧問（上海）有限公司（以下「共同拓信」という。）の前渡金 2,000,000

人民元（以下「本件中国前渡金」という。）について 

 本件中国前渡金の支払は、大橋前社長の出資先に資金が流れたことを示す資料等は

なく、同種の不正行為（大橋前社長の個人的な資金需要に対し、当社の資金が流用さ

れるような行為）であるとまでは認められず、上海万博日本広報事務局を受注するた

めの資金としてＫＳ氏に支払われたことが認められるものの、その目的のために費消

されたことを示す資料等が見当たらず、実際にいかなる使途に充てられたのか明らか

になっていないこと、監査法人に対して提出されたＫＳ氏名義の活動報告書を作成し

たのがＫＳ氏ではなく、共同拓信の総経理であった当社Ｓ取締役（当時）であり、少

なくともある時期以降、ＫＳ氏の活動実績は認められないことから、少なくとも会計

処理の変更について検討する必要があるとともに、本件中国前渡金の支払いに関して

当時の経営判断として合理性が認められるか否かについても検討する必要がある、と

結論付けております。 

 

 

なお、当社としては、④の本件中国前渡金に関して、調査報告書での指摘に基づき会計

処理の変更を行うとともに、その支払いに関しては、当時の経営判断の合理性について究

明するため、第三者調査委員会の委員に別途新たに調査を依頼しました。 

 

 

以上 



y-maki
タイプライターテキスト
別紙全文














































































	第三者調査委員会報告書受領のお知らせ120206第三者修正+shu+tkn+shu.pdf
	120207：調査報告書（略語版）(c)別紙全文



